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福島復興再生特別措置法の認定福島復興再

生計画認定重点推進計画に基づいて事業を

行う中小事業者を対象とした手数料等の軽

減について（特施令１０条６号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容 

軽減に係る申請書を提出する日において、福島復興再生特別措置法第８３８

６条に規定する認定福島復興再生計画認定重点推進計画 注 １（以下「認定福島

復興再生計画認定重点推進計画」という。）に基づく事業の成果に係る発明又

は特許発明（いずれも、当該認定福島復興再生計画認定重点推進計画に期間の

定めがある場合にあっては、当該の期間の終了日 注 ２から起算して２年以内に

出願されたものに限る。）について、自己の特許出願に係る出願審査の請求を

する者又は自己の特許権に係る第１年から第１０年までの各年分の特許料を納

付すべき者が、同法第８１７条第２６項第４号に規定する福島国際研究産業都

市区域において当該事業を行う中小事業者注３２であるときは、出願審査の請求

の手数料又は特許料が１／４に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５条

の２の２、特施令１０条６号、１２条５項、手数料令１条の４第５項）。 

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注４３又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。 

２．申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書 注 ５ ４  

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付をする場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、「表」の右欄に掲げるものである

（特施令１１条２項、手数料令１条の３第２項、特施規７４条の２第２４号）。  
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「表」  

 

要 件 

証 明 書 

個人事業主 法人 組合等 

ア．認定福島復興再生

計画認定重点推進計

画に基づいて行う事

業の成果に係る発明

又は特許発明（認定

福島復興再生計画認

定重点推進計画に期

間の定めがある場合

にあっては、当該の

期間の終了日 注２から

起算して２年以内に

出願されたものに限

る。）であること

（＊１） 

・認定福島復興再生計画認定重点推進計画に基づいて

行う再生可能エネルギー源の利用、医薬品、医療機

器、廃炉等、ロボット及び農林水産業に関する研究開

発を行う拠点の整備を通じた新たな産業の創出及び産

業の国際競争力の強化に寄与する取組その他先導的な

施策への取組の対象とすべき分野における技術の高度

化に関する研究開発を行う事業であって、新たな産業

の創出に寄与するものの内容及び実施主体並びにその

他当該事業の実施に関し必要な事項について定められ

たものに基づいて行う事業の成果に係る発明又は特許

発明であることを証する書面 

イ．当該事業を行う者

であり、中小事業者 注３

２であること 

（＊２） 

・常時使用する 

従業員の数を証 

する書面（→０

７．５３「「表

３」ア．」）） 

 

・主たる事業を 

確認するための 

書類（自社パン 

フレット等） 

・資本の額又は 

出 資 の 総 額 を 証

明 す る 書 面 （ 定

款 、 法 人 登 記 事

項 証 明 書 又 は 前

事 業 年 度 の 貸 借

対 照 表 ） 又 は 常

時 使 用 す る 従 業

員 の 数 を 証 す る

書 面 （ → ０ ７ ．

５ ３ 「 「 表 ３ 」

ア．」）） 

 

・主たる事業を 

確認するための 

書類（自社パン 

フレット等） 

・特許法施行令 

１０条第１号レ 

及びソに該当す 

る組合等 注６５に 

ついては、資本 

の額若しくは出 

資の総額を証明 

する書面又は常 

時使用する従業 

員の数を証する 

書面（→０７． 

５３「「表３」 

ア．」）） 

 

 

（＊１）当該要件のうち、認定福島復興再生計画認定重点推進計画に基づいて

行う事業であることは、一般財団法人福島イノベーション・コースト構想

推進機構が発行する証明書によって確認する。 

（＊２）当該要件を満たす者であることの確認は、「表」の右欄に記載された
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書面をもとに一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構が

行い、証明書を発行する。 

 

 

（改訂令和２３・４）  

 

 

注 １  認定福島復興再生計画認定重点推進計画とは、福島県知事が、福島復興再生特別措

置法第５条に規定する福島復興再生基本方針に即して、再生可能エネルギー源の利

用、医薬品、医療機器、廃炉等、ロボット及び農林水産業に関する研究開発を行う拠

点の整備を通じた新たな産業の創出及び産業の国際競争力の強化に寄与する取組その

他先導的な施策への取組の重点的な推進に関する計画を作成し、内閣総理大臣による

認定を受けたものをいう（福島復興再生特別措置法７条２項６号、７条１４項、８６

８１条６項、８３条）。 
注 ２  認定重点推進計画により２０２１年３月３１日までとなる。 
注 ３ ２  中小事業者とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０条第１号のい

ずれかに該当する者をいう（→０７．５３「１．（２）」）。 
注 ４ ３  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手

続補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては

当該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。 
注 ５ ４  同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が

同一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証

明書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当

該減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施

規１０条１項、２項）。 
注 ６ ５  特許法施行令第１０条第１号レ及びソに該当する組合等とは、従業員数又資本金

（出資額）の要件を満たす、酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組

合、酒販組合連合会、酒販組合中央会及び特定非営利活動法人を指す（→０７．５３

「１．（２）ウ．ⅹ）」、「ⅺ）」及び「ⅻ）」）。 

                                                


